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開 会 

 

（航海訓練所） 

 

【磯崎海技企画官】 それでは定刻でございます。ただいまから国土交通省独立行政法人

評価委員会第１２回教育機関分科会を開催させていただきます。 

 本日は、委員の皆様方にはご多忙の中お集まりいただきまして、まことにありがとうご

ざいます。事務局の磯崎でございます。 

 初めに、当分科会の委員の皆様のご紹介と事務局のメンバーでございますが、恐縮です

が時間の関係上、お手元の座席表によりご確認をお願いいたします。 

 法人側ですが、前半の議題となっております航海訓練所から理事長ほかに出席いただい

ております。 

 小川理事長でございます。 

【小川理事長】 小川でございます。よろしくお願いいたします。 

【磯崎海技企画官】 教育機関分科会の委員は、１２名のところ現在９名ご出席いただい

ておりますので過半数を超えております。議事を行うための定数を満たしておりますこと

をご報告いたします。 

 本日の分科会の結果の取り扱い、会議の公開、議事録につきましては、従来どおり、国

土交通省独立行政法人評価委員会運営規則の定めるとおりといたします。 

 お手元には独立行政法人航海訓練所業務方法書（案）及び新旧対照表、役員報酬規程（案）

及び新旧対照表を配付させていただいております。ご遺漏ございませんでしょうか。 

 資料につきましては公開の扱いといたします。 

 それでは、以後の進行につきましては、杉山分科会長にお願いいたしたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

【杉山分科会長】 本日もよろしくお願い申し上げます。 

 それでは早速議事を進めさせていただきます。 

 本日の委員会では、教育関係の三つの独立行政法人それぞれに二つの議題がございます。

１番目は業務方法書について国土交通大臣への意見具申を行うこと、２番目が役員報酬規

程等について国土交通大臣への意見具申を行うこと、この二つの議題であります。ただし、

２番目の役員退職手当支給規程については航海訓練所と航空大学校については変更がござ

 1



いませんので、海技教育機構についてのみ意見具申を行うことといたします。 

 審議時間は各機関１時間弱を目安に議事を進めていきたいと考えておりますので、よろ

しくお願い申し上げます。 

 初めに、航海訓練所から審議を行います。まず業務方法書について法人から説明をいた

だき、皆様のご意見をお伺いした後で、役員報酬規程についても同様に進めさせていただ

きたいと思います。そういう進め方でよろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、法人から業務方法書についてご説明をいただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

【小川理事長】 航海訓練所の業務方法書の改正（案）につきまして、資料番号はついて

ございませんが、お手元の一部改正（案）の概要、また資料１－１－１の独立行政法人航

海訓練所業務方法書（案）、資料１－１－２、Ａ４横書きの同方法書（案）新旧対照表で

ご説明申し上げたいと存じます。ごらんください。 

 今回の改正点は３点ございます。１点目は、国会審議中の個別法（独立行政法人航海訓

練所法）の一部改正に伴い、同法で規定しております第１０条、「業務の範囲」が同法の

第１１条に改正されたことに伴う改正でございます。資料１－１－２新旧対照表の改正案

を見ていただきますと、該当する第３条、第１０条、第１１条につきましてアンダーライ

ンで改正箇所をお示ししてございます。法律の改正に伴う条の番号の改正でございます。 

 ２点目は、平成１６年度から開始いたしました受託料の収受につきまして、その根拠を

明らかにする必要があることから、新たに業務方法書に規定することといたしました。資

料１－１－２新旧対照表の改正案で、第４条に（航海訓練の受託）という項目で規定させ

ていただき、委託及び受託の関係を明確にした上で、２ページ目の第５条で受託料の収受

について規定いたしております。具体的には第４条、（航海訓練の受託）という規定で、

航海訓練所は、航海訓練を委託しようとする機関から航海訓練の委託に関する文書を徴す

るものとする。また、第５条の（受託料の収受）で、航海訓練所は、航海訓練の委託を受

けるときには、別に定めるところにより、受託料を収受するものとする、という規定とさ

せていただいております。 

 ３点目は、平成１８年度から航海訓練所が新たに受け入れることになりましたいわゆる

新３級、正式には海技大学校海技士科三級海技士専攻科という名称でございますが、この

航海訓練期間につきまして、これまで三級海技士（航海）及び三級海技士（機関）の資格

を取得するための航海訓練所における訓練期間が１２月でありましたところ、いわゆる新
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３級については新たに船社等における練習船による航海訓練６月が認められましたところ

から、航海訓練所における航海訓練期間を６月ということで新たに規定することといたし

ました。具体的には２ページの左側、中段でございますが、第７条に航海訓練期間といた

しまして、航海訓練所は、航海訓練を受ける者（以下「実習生」という。）に対し、船舶

職員及び小型船舶操縦者法第５条第１項第１号ハに規定する三級海技士（航海）又は同条

第１項第２号ハに規定する三級海技士（機関）の資格を取得するための航海訓練期間にあ

っては１２月、そこからが改正部分でございますが、（航海訓練所以外の練習船において

６月以上の航海訓練を受ける場合には６月）、同条第１項第１号ニに規定する四級海技士

（航海）又は同条第１項第２号ニに規定する四級海技士（機関）の資格を取得するための

航海訓練期間にあっては９月（これに加えて行う別に定める実習に係る航海訓練期間にあ

っては３月）とするものとする。ここの改正でございます。 

 以上、今回業務方法書３点につきまして、このような改正を行うということでご説明を

申し上げました。 

 以上でございます。 

【杉山分科会長】 どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関して、何かご質問、ご意見等がございましたらお願いいたします。 

 特にございませんでしょうか。 

 それでは特段ご意見もないようですので、当分科会としてはこれについて意見なしとい

うことにいたしたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 引き続き、役員報酬規程について審議をいたします。 

 それでは法人からご説明いただきたいと思います。 

【小川理事長】 引き続き役員報酬規程の一部改正につきまして、資料番号をつけてござ

いませんが、お手元に独立行政法人航海訓練所役員報酬規程の一部改正（案）の概要、ま

た資料１－２－１、独立行政法人航海訓練所役員報酬規程（案）、さらに資料１－２－２、

独立行政法人航海訓練所役員報酬規程（案）新旧対照表がございます。お手元の資料１－

２－２の新旧対照表でご説明申し上げます。資料１－２－２をごらんください。 

 まず、今回の改正の背景といたしまして、国家公務員において平成１７年９月２８日閣

議決定におきまして、「国家公務員の給与水準を十分考慮して適正な給与水準とする」旨

 3



の内容が定められ、また平成１８年４月からの国家公務員における指定職の給与見直しを

含む一般職給与法等の一部改正が平成１７年１１月７日に公布されましたが、当航海訓練

所におきましてもこうした動向を受け、役員報酬規程の一部改正を行うことといたしまし

た。 

 資料１－２－２、新旧対照表をごらんください。主な改正点は役員の俸給月額の改正と

特別地域手当の支給率の改正でございますが、アンダーラインでお示しした部分が今回改

正となる箇所でございます。主な改正点を中心にご説明したいと存じます。 

 まず１ページ、第４条の俸給関係でございますが、今回の改定の本題でございます役員

俸給の引き下げでございます。国家公務員の指定職の俸給引き下げと同等の引き下げを行

いました。具体的には、第４条第１項に定めてございます理事長の俸給は７万１，０００

円減、率で６．６７％でございますが、９９万４，０００円、また理事は５万６，０００

円減の７８万４，０００円、監事は４万９，０００円減の６９万３，０００円と改正して

おります。 

 次に第５条でございますが、第２条において従前から使用していました調整手当という

名称から、今回は特別地域手当という名称の変更を行っております。名称の変更も国家公

務員と同様に変更することとしまして、当航海訓練所が所在しております横浜市の地域の

水準が１００分の１０から１００分の１２へ改正する内容となってございます。また、平

成１８年４月１日以降、当航海訓練所が非特定独立行政法人、いわゆる非公務員化になる

ことから、国の一般職給与法を引用せず、訓練所の職員給与規程を引用した役員の報酬規

程とすることで非公務員化をはっきり明示したいと考えております。したがいまして、第

５条以降の職員給与規程を用いた条文の変更は非公務員化導入に伴う改正ということでご

理解いただきたいと存じます。 

 その例でございますが、２ページをごらんください。２ページの左上、第６条でござい

ます。第６条、（通勤手当）の関係でございますが、国の一般職給与法を適用せず、航海

訓練所の職員給与規程を引用する。右側と比べていただくとご理解いただけると存じます。

また、第３項の改正は新幹線鉄道等を利用することが通勤事情の改善に相当程度資すると

認めた常勤役員について、同様に職員給与規程を準用して支給するという改正でございま

す。 

 次に第７条、（単身赴任手当）関係は今まで実質的には支給対象者はございませんが、

職員給与規程に準じて常勤役員に支給するという規程でございます。これは旧規程では第
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６条の２で規程されていた内容でございます。 

 第８条、非常勤役員手当関係は常勤役員と同様の引き下げを実施するため１万８，００

０円減の２５万４，０００円といたしました。率で６．６２％に相当いたします。 

 引き続き３ページをごらんください。第１３条でございます。特別手当関係は第３項の

在職期間率について、右側の旧規程では表にしてお示ししていたものを単純に号立てに改

正したものでございます。中身の変更はございません。 

 第１３条第５項は役員の特別手当に対する評価についての改正でございます。従前は役

員個人の業績を評価し、増減ができる内容になってございます。右側の旧規程では、第１

２条の５項に規定してございます。アンダーラインの部分でございますが、他の独立行政

法人の例を参考にいたしまして、国土交通省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結

果を勘案させ、増減を１００分の１０の範囲内で行えるという規定に改定いたしました。 

 引き続き、この改正を含め附則の改定についてご説明申し上げます。最後の６ページを

ごらんください。左側の一番下でございますが、附則第１条で、施行日を平成１８年４月

１日といたしております。 

 第２条では、施行日の前日から引き続く役員については、国家公務員の指定職及び特別

職と同様に、当法人の現在の役員について施行日の前日の俸給を補償する規定でございま

す。 

 第３条は、特別地域手当が横浜ということで１０％から１２％になるわけでございます

が、予算増加の抑制措置として特に平成１８年度について経過期間として１１％の適用と

することを設けた規定でございます。 

 以上、航海訓練所の役員報酬規程の改定についてご説明申し上げました。よろしくお願

いいたします。 

【杉山分科会長】 どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、ご意見がございましたらご発言をお願いしたいと思い

ます。どうぞご自由にご発言いただきたいと思います。 

 よろしゅうございますか。 

【石津委員】 第５条以下が、身分が非公務員化になったことで規程が変わったことに伴

うこととお伺いしたところですが、一般職の職員の給与に関する法律から職員給与規程に

変わったことによって、条文が変わっただけではなくて実質的な意味で変化があったとこ

ろはどこになるのでしょうか。 
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【坂場理事】 特に変わったところはございません。根拠が一般職給与法であったものが

今回職員給与規程に変えただけで、そもそも職員給与規程は一般職給与法に準じてつくら

れているものですから、それはそのまま、今回も中身は変えないで引用してくる規程が変

わっただけでございます。もちろん職員給与規程自体は今回の閣議決定とか一般職給与法

の法律改正の見直しの内容に従って職員給与規程は変わってございます。それを適用して

役員の規程が変わっている部分があるということです。 

【石津委員】 例えば６条の３項、あるいは１３条の５項あたりは通常の一般職の方と違

うのかなと思ったのですが、そうでもないということですか。 

【坂場理事】 その辺は変わらないのですが、今回は前回の改正前の第６条と新しい改正

案の第６条が変わっていますけれど、これは前回も内容としてあったのですが、詳しく特

記した形の改正ということになります。内容は変わってございません。 

【石津委員】 わかりました。 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

【石津委員】 もう１点質問してよろしいですか。これも結局一般職の方との横並びとい

うことだろうと思うのですが、附則の第２条で、お伺いするまでもないところだと思いま

すが、これは現在から引き続き役員でいらっしゃる方について４月１日以降、同じ役職に

ついているのであれば人勧ではマイナス６．６７％下がるけれど、それを下げないでその

ままでいらっしゃるということなわけですね。そして、新たにその役職につかれた方につ

いては新しい俸給表でやっていくということですか。 

【坂場理事】 そのとおりです。 

【石津委員】 号俸が上がっていったりすると、その前を追い越すところに来るまでは前

のものを使うということですか。 

【坂場理事】 役員の理事長なら理事長、理事なら理事に対応した俸給表がありまして、

俸給が上がるということはございません。 

【石津委員】 改定されて……。 

【坂場理事】 そのとおりです。 

【石津委員】 わかりました。私、指定職の１号、２号となっていると思ったのですが、

そうではなくてということですね、一定なんですね。 

【杉山分科会長】 ほかにいかがでございましょうか。 
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 特段ご意見がないようであれば、今のはご質問でのやりとりですので修正ということも

ございませんので、当分科会としてはこれについても意見なしにさせていただきますが、

よろしゅうございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 これで航海訓練所の業務方法書と役員報酬規程の審議は終了ということになります。冒

頭に１時間弱と申し上げたんですが、非常にすっきりと議論ができました。 

 それでは一旦事務局にお返し申し上げます。 

【磯崎海技企画官】 どうもありがとうございました。 

 それでは、航海訓練所関係の議事は終了とさせていただきます。 

 次は海技教育機構になりますので、このままでお待ちいただきまして法人の入れかえを

お願いいたします。 

 資料はまたお配りいたします。 

 

休 憩 

 

（海技教育機構） 

 

【磯崎海技企画官】 それでは、次の議題に入りたいと思います。海技教育機構が対象で

ございます。 

 法人からは理事長ほかに出席いただいております。 

 海技大学校の吉田理事長でございます。 

【吉田理事長】 吉田です。よろしくお願いいたします。 

【磯崎海技企画官】 海員学校の田根理事長でございます。 

【田根理事長】 田根でございます。よろしくお願いいたします。 

【磯崎海技企画官】 お手元には資料、独立行政法人海技教育機構の業務方法書（案）及

び対照表、役員報酬規程（案）及び対照表、役員退職手当支給規程（案）及び対照表を配

付させていただいております。ご遺漏ございませんでしょうか。 

 以降の進行につきましては、杉山分科会長にお願いいたしたいと思います。 

【杉山分科会長】 それでは、早速議事を進めさせていただきます。 
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 進め方は航海訓練所の場合と同様で行いたいと思います。 

 まず業務方法書について法人からご説明を頂戴したいと思いますので、よろしくお願い

申し上げます。 

【田根理事長】 独立行政法人海技教育機構の業務方法書につきまして、私から説明させ

ていただきます。お手元に１枚もののペーパーと、それを説明する教育体制の絵が届いて

いるかと思いますが、それらをごらんいただければありがたいと思っております。 

 私どもは、平成１８年４月１日から独立行政法人海技大学校と海員学校が統合しまして、

新しく海技教育機構となるわけでございまして、海技教育機構の業務方法書を作成したと

ころでございます。 

 新しい新機構におきましても、基本的に業務は従前の２独法の業務を引き継ぐことから、

総合的に一つにまとめたというのが一つの基本路線でございまして、まとめたものを絵に

したのがこのポンチ絵でございますが、この中で新機構におきましてはいわゆる枠組みが、

船舶職員及び小型船舶操縦士法に定めております海技士の免許を取得するいわゆる資格教

育と実務能力のレベルアップを図る実務教育の２本柱の体制から業務を分けてございます。 

 では、ポンチ絵を見ていただければと思いますが、業務方法書第３条で海技士教育科と

技術教育科に分けてございまして、上半分の海技士教育科が先ほど説明申し上げました資

格教育という分類に入ってございます。下の技術教育科がいわゆる実務能力向上を図る実

務教育という分類、この２本の柱を私どもの海技教育機構の業務ととらえて業務方法書の

第３条でこれを規程してございます。 

 資格教育からまいりますと、業務方法書第５条に海技課程、海技専攻課程でございます。

海技課程の定義をまた７条でコースをもって説明してございますが、この中に従来の海員

学校がやっておりましたいわゆる新人教育者を対象とした本科のコースあるいは専修科の

コース、乗船実習科、インターンシップコースという仕分けをしております。海技専攻課

程に海上技術コースと海技士コースということで、これは従来海技大学校で実施しており

ました本科、専修科を卒業して一貫して教育するコース、あるいはさらに上のレベルを目

指すコースという海技資格取得コースをまとめてございます。 

 一方、下の実務能力の向上を図る実務教育は、船舶運航実務課程と特別課程に分けまし

て、船舶運航実務課程がいわゆる業界のニーズに沿った実務コース、あるいは従前から行

っております海技教育の通信教育という分類と、技術協力とか国際条約に基づく研修等々

を入れる特別課程に分けてございます。 
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 資料２－１－１の業務方法書に目を流していただければと思います。第１章から第７章、

附則という構成になっておりまして、１ページの第１章総則は先ほど申しました業務の執

行、総体的なところを定めてございます。第２章の第３条で科の設置、２ページにまたが

りまして４条で科の目的、５条で課程の設置を至っておりまして、６条に課程の目的、７

条でさらに落としまして、課程の中のコースの設置、８条、３ページにまたがりますが、

その中でコースの目的を定めてございます。９条にコースの種類及び修業期間等々、中身

でございます。１０条にいきますと、そのコースの入学期あるいは１１条で入学資格、そ

れが４ページ、５ページで続いておりまして、１２条、６ページで教育内容、１３条で卒

業証書等、出口のことを書いております。１４条で授業料等の徴収。次が章を改めまして、

もう一つの大きな柱であります研究業務についてここで一つ設けてございます。第４章に

もう一方の附帯業務というところで１６条に附帯業務をうたってございます。最後に、第

５章になりますと業務の委託、委託することで十分な成果が期待される場合には業務の一

部を委託することができることを１７条、１８条でうたっております。第６章の契約、こ

れにつきましては機構における業務の契約の基本原則を述べておりまして、最後の２０条

でその他の業務の方法を一つ設けてございます。最後の附則でこの業務方法書は機構の発

足と同時に平成１８年４月１日から施行することにしてございます。 

 第２条の経過措置でございますけれど、これは現在海技大学校で開設中のコースで在籍

者がおりますので、在籍者のいる期間中、その在籍者に対しては現行の海技大学校の課程

を使用するということで、独立行政法人海技大学校の業務方法書によるものとするという

ことにしてございます。在籍する者が卒業しましてゼロになった時点で、この課程につい

ては整理するという方針を持っているところでございます。 

 以上、海技教育機構の業務方法書について説明させていただきました。よろしくお願い

いたします。 

【杉山分科会長】 どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、ご意見がございましたらご発言いただきたいと思いま

すので、よろしくお願い申し上げます。 

【加藤委員】 まず、児島で１カ月やっているあれがありましたね。 

【吉田理事長】 今は５級と…… 

【加藤委員】 ６級はやっていなかった？ 

【吉田理事長】 ６級はやっていません。６級は芦屋でやっております。 
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【加藤委員】 あれは名前はどこに入るんですか。５級に入るわけ？ 

【吉田理事長】 海技士コースです。 

【加藤委員】 そうすると６級はどこにあるんですか、５級までは書いてありますね。 

【田根理事長】 今検討中ということで、まだ決まっていないので。 

【吉田理事長】 決まっていないので、決まったところで書き込ませていただくという。 

【加藤委員】 あれは芦屋でやるのですか、児島でしょう。 

【田根理事長】 今のところは児島でやろうとは思っております。ただ、あれもやり方は

まだ検討中ですので。海技丸を使うとしたら……。 

【辻岡審議役】 あれは本省がまだ考えている段階で、内航業界から強い要望があって、

本省がそれを検討している段階ですので、実施機関までおりてきている話ではありません。 

【加藤委員】 かなり昔からの懸案ですね、何カ月にするか。 

【辻岡審議役】そうです。本省で全部決めていただかないとやりようがないです。 

【加藤委員】 わかりました。そうすると、このあれとしては、例えばやれば６級コース、

やるとすればこういう形になるわけですか。 

【辻岡審議役】 やるとすればですね。どういう形になるか、ちょっとまだ。 

【加藤委員】 講習科とは全然違うんですね。 

【佐藤理事】 講習課程は廃止いたしました。 

【加藤委員】 わかりました。どうもありがとうございました。 

【杉山分科会長】 ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 全く本筋と関係のないことで、私は法律の文書をよく知らないものですから、日常の用

語では年齢は「満○歳」と言いますね。法律の文書は年齢は「満○年」というんですか。

というのは、ここに年齢が出てくるんですが、「年齢満１５年」とありますね。 

【辻岡審議役】 私も手元に六法がないからわからないけれど、法律でそうなっているん

じゃなかったかな、たしか。六法があればわかるけれど。 

【田根理事長】 はい、倣って書いていますので。 

【辻岡審議役】 やっていて何も疑問を感じていなかったものですから。そこはおっしゃ

るとおりですね。 

【加藤委員】 「満」が入っているから「歳」はいかないんだな。 

 それからもう一つ、先ほどの経過措置は、「独立行政法人海技大学校業務方法書による

ものとする」、それはそれでいいのか。平成１８年４月からはなくなるんでしょう。そう
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すると、「旧」はつけないのか。たしか何かがつくんだね。経過にはどういうふうに書い

たかな。 

【辻岡審議役】 旧独立行政法人海技大学校業務方法書によるものと。 

【加藤委員】 だから、これはこの段階ではなくなるんだね。この名称のものはなくなっ

てしまう。 

【辻岡審議役】 これは現に在籍する者ですので、法律で書く場合には、厳密に言います

と廃止前の独立行政法人海技大学校と書いて、その後以下、旧海技大学校と通常書きます

けれど。 

【加藤委員】 この「現に」というものですね。わかりました。 

【杉山分科会長】 ほかにいかがでございましょうか。 

 では、これでよろしゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【杉山分科会長】 ほかに意見はございませんようですので、業務方法書は提示の内容ど

おり意見なしということにさせていただきたいと思います。 

 引き続きまして、役員報酬規程、役員退職手当支給規程の審議に移りたいと思います。 

 まずご説明を頂戴したいと思います。よろしくお願いします。 

【田根理事長】 海技教育機構の役員報酬規程及び役員退職手当支給規程についてご説明

させていただきます。 

 先ほど説明させていただきましたように、海技教育機構が２法人の統合によってできる

ところから、新たに海技教育機構の役員報酬規程、役員退職手当支給規程ということで作

成いたしました。さらに平成１８年４月１日から非公務員化、非特定独立行政法人という

ことで、通則法によりましても６２条の中で特定の５２条、５３条を準用すると規定され

ております。それによりますと、非特定の独法につきましても国家公務員の給与、民間給

与の役員の報酬等、それに法人の業務実績、その他の事情を考慮して定めなければならな

いとなっております。その基本的な考え方のもとに、ベースとしましては２法人の業務を

引き継ぐというところから、俸給月額は海技大学校の現行の俸給月額を基礎として、昨年

の国家公務員に対する人事院勧告、さらにその施行決定という政府の方針、さらには平成

１８年４月１日から指定職の見直しを含めたいわゆる給与構造の抜本的な改革ということ

が言われておりますが、それらの趣旨を踏まえ入れまして検討したものでございます。 

 １枚ものの紙でまとめて説明させていただいておりますが、俸給月額の改正につきまし

 11



ては従来の国家公務員の相当部分を海技大学校も踏襲してきておりまして、それからいき

ますと理事長は指定４号相当。指定４号は平成１８年４月１日以降の新制度の４号でござ

います。理事については指定１号相当、監事、非常勤についてはございませんで、これは

従来の額をベースにして平均６．６％減額という数字がございますが、それに見合って監

事、非常勤についても算出したところでございます。これが大きなところでございまして、

さらに特別手当、経過措置等をして特別手当の支給について調整する旨を附則に入れてご

ざいます。 

 二つ目には、いわゆる激変緩和といいますか、この給与構造の改定に伴う経過措置とい

うところで減額者に対する調整部分が入ってございます。さらに本則で従来調整手当とい

う名前でいわれておりますが、これが抜本的に地域手当という名前に変わりまして、国家

公務員の例に倣って調整手当の支給制度を支給手当の支給に改正して、これは本則に入れ

てございます。 

 以上が大きな役員報酬規程の内容でございます。 

 二つ目の役員の退職手当支給規程でございますが、これは従来の規程、本則を変更して

いるところはございませんで、統合によって組織が変わりますので、双方にまたがった場

合にその役員については在職期間を通算できるものを附則で入れたところでございます。

あわせて平成１３年４月１日にスタートして以来、現行使っております退職手当、国の動

向等に準じて種々改正しておりまして、条文に枝番の条文等が入っておりますが、この際

枝番をやめまして１条から旧番号をつけ直したのが改正になってございます。 

 こちらは新旧対照表でごらんいただければはっきりするかと思いますが、資料２－２－

２が報酬規程の新旧対照表でございます。先ほど説明しました部分が赤のアンダーライン

でございます。一番左の欄が海技教育機構の規程でございます。第４条に俸給の月額、理

事長、理事、監事を規定させていただいております。第５条で先ほど申しました地域手当

という名前、従前は調整手当という名称で整理してございますが、ここに入れさせていた

だきました。 

 １枚めくっていただきまして２ページの第８条に、非常勤の役員手当を持ってきており

ます。 

 残りは３ページの最後でございますが、附則の中で先ほど申しました経過措置をここに

入れてございます。 

 以上が役員の報酬規程でございまして、もう一つの退職手当支給規程は資料２－３－２
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でごらんいただければと思いますが、３列に分かれた新旧対照表になってございます。一

番左が海技教育機構の役員退職手当の支給規程でございます。先ほど申しましたように旧

海技大学校あるいは海員学校の支給手当も平成１３年４月１日以降、数回の改正をしてき

ておりまして、例えば第２条の次に２条の２が入っておりますが、この際、これは第３条

という枝番をやめた整理をしてございます。これにはあえて赤のアンダーラインが入って

ございません。内容的に変わりましたのは、３ページの下から附則に入ってございますが、

その一番最後、附則の第６条で、二つの法人をまたがって在職している役員についてはそ

の在職期間を通算するという規程を入れてございます。 

 以上が海技教育機構の役員報酬規程並びに役員退職手当支給規程の概要でございます。

よろしくお願いいたします。 

【杉山分科会長】 どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明に関しまして、ご意見、ご質問等がございましたらお願い申し上げま

す。 

【石津委員】 今回のものと直接関係ないかもしれませんが、以前から役員退職金に係る

業績勘案率という資料をよく送ってきてくださって、それについてご回答させていただい

ているときがあるんですけれど、そのときいつも思うというか、よくわからないことがあ

ったのでこの際教えていただければと思います。業績勘案率は、きょうの資料であれば第

２条に出てくる部分だろうと思いますが、皆さんは通常１．０ということでされていると

思うんですね。法人の業績による勘案率が１．０で個人業績が幾つ、それで両方合わせて

多分業績勘案率が幾つということで出していらっしゃるのかなと思うのですが、例えば個

人の業績が０．０となっていたときに、法人の業績が１．０で、合わせて業績勘案率が１．

０というところがよくわからないんです。違う資料をごらんになっているところで、ご質

問がうまく通らないかもしれないんですが。 

【田根理事長】 ご質問の意味は十分理解するのですが、私も安易に申し上げて正確さを

欠いてはいけないなと思いますので。 

【石津委員】 質問の趣旨としては、私は、役職の方々がそれぞれ尽力されていて相応の

退職金をいただかれるということだともちろん認識しているわけですけれど、法人の財政

状況、あるいはどこも厳しい状況であって、定員削減とかそういうお話がある中で、世の

中でよく役員の方の退職金に関していろいろな意見があるんだろうと思っているものです

から、そういう観点から考えると個人業績が０．０となっていても１．０になっていくと
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ころがよくわからないと思っているんですけれど。 

【田根理事長】 ちょっと乱暴かもしれませんし、正確でない部分があると思いますが、

私が概念的に理解していますところでは、退職金も従前と同じようにいわゆる数式で計算

したとおりの退職金は出しませんよと。業績が悪ければ１．０を下回ることもある、業績

が上回れば１．０を上回ることもある。その審査は別の審査機関で審査して通知されると

理解しております。 

【石津委員】 その別の審査機関というのはここではなく……。 

【辻岡審議役】 本省に聞くべき話なので本省が答えてもらわないと困るけれど、たしか

この前やった評価委員会でやるということじゃなかったでしたっけ。私が間違っていたら

いけないので、本省が答えるべきことなもので。 

【磯崎海技企画官】 退職役員の業績勘案率でございますね。役員の業績に応じて１．０

にするとか０．９にするとか１．２にするとか、業績を反映したものにしましょうという

ことになりまして、数年前からそういうふうに動いてきているところでございまして、昨

年の評価委員会のときで、原則として１．０にしましょう。ただし、特別な事情があると

きは０．９とか１．１にしましょうという方向になっております。役員の退職金を出す場

合につきましては、役員の方についてはこういう業績がある、だから１．０。こういう業

績がありますから１．１。こういう業績ですから０．９という理由をつくりまして、評価

委員の皆様にお示しいたしまして、それで決めていただいて、それで掛け算をすることに

なっております。 

【石津委員】 それでその資料をいただいているので、個人の業績が特段に理由はないと

いう方でもやはり１．０になるわけですね。 

【磯崎海技企画官】 １．０より特段に業績がいいとか、特段に悪いということになれば、

評価委員会の皆さんの意見で点数を決めていただいてそのとおりになるということでござ

います。 

【石津委員】 もう少し申し上げると、なかなか申し上げづらいんですけれど、いただい

た規程から自分なりに計算してみると、通常いただいている月額のお給料の同額をいただ

くことになりますね。４年お勤めされている方だと月額があって掛ける１００分の１２．

５掛ける勘案率掛ける月数やった場合には、４年勤めていた方には４年間にいただいてい

た月給の総額と同じものが退職金でほとんど出るというぐらいの計算になろうかと思うん

ですが、それが大変なお仕事をされていらっしゃるからたくさんもらわれるのはそうなん
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だろうなと思う反面、他方よく言われているように、退職金をたくさんいただいています

ねという話が出ているところから考えてみると、平たく言えば、結局は退職したときに考

えてみると月給が２倍になっていたという計算になると思うんですけれど。そうであれば、

勘案率をもう少し業績に応じた感じで考えていく必要性もあるのかなと思います。 

【廻委員】 私が言うことでもないんですけれど、勘案率が高いか低いかはまた別で、倍

になるのではなくて半額でいいのじゃないかとか、極端に言えばそういう話もあると思う

んですが、そういうことと勘案率を１．０にするか１．１にするか０．９にするかという

ことは、何をもって判断するかは非常に難しいというか、例えば理事長の個人の問題なの

か組織の問題なのか、あるいはさまざまなことがある、時代のこともあればいろいろある。

その中で１．１、１．０５、０．９という、何をもって、難しいモデル式でもあればいい

んが……、というのを私は感じまして、ですから特段のことがない限りは、１．０で組織

として考えればそれでよろしいだろうというふうに私は賛成申し上げたんですね。 

 その勘案率の給料の計算の額が多いか少ないか、これはまた全然別のことですが、勘案

率としては、ここで何をもって判断するかというと、結構外で時々見ている海技大学校、

今度は機構ですか、見ている立場として判断できるかというと私はできないと申し上げた

んですね。 

【石津委員】 個人のご業績について判断するのは、外からはなかなかできないと思いま

すし……。 

【廻委員】 もちろん外からというのもありますし、中から……。聞いたところ、どこま

でその人の個人に帰するのかもまた難しいところがありますよね。 

【石津委員】 勘案率という部分が結局は総額幾らになるというところとリンクしてくる

お話になってきていて、総額というのは、私のように外から見た人間から見ると、本日も

月額幾らという金額が出ていますけれど、それから計算してみると相当な金額が支給され

ることになろうかと思うので。 

【廻委員】 それは勘案率の問題が一つと、絶対的な金額の問題はまた全然別の問題で、

これはこれでまた議論があるところでしたら、それはあるのかもしれませんけれど、勘案

率に関しては、私は１．１とか０．９にする役割は勘弁してほしい、簡単に言えばそうい

うことなんです。そんなことはできませんと、はっきり申し上げたんですけれど。 

【加藤委員】 今まで当委員会では、退職について何件かあるんです。本来、基本的には

退職金を幾らにするかということが全体の機構、独立行政法人の役員についてはこれだけ
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の枠ですよと。その枠をめぐって評価委員会といろいろ議論がありまして、国土交通省の

場合には独自の方法をとるということでオーケーしている。 

 問題は、今言った個人の評価と全体の評価ですが、基本的には退職金は役員会で決定す

べきものですから、役員会で資料を出して、個人についてはこれだけ評価すべき点があり

ます。プラス、マイナス含めて。組織としてはこれだけありますということが特になけれ

ば、規程どおり１．０でいくというのが役員会の提案で、それに対して我々は結構ですよ

というやり方をしている。そういう点で民間と若干違うのは、民間の場合は取締役会で決

めておいて、最終的には株主総会でオーケーするんですけれど、そういう点からいうと独

立行政法人の場合は第三機関でレビューしますから、私は民間よりは若干透明性ありと理

解をしているんですけれど。 

 しかし、基本的には役員会で決定すべき事項でしょう。それで具体的に精査して、これ

について組織としてこれだけ払いましょう、個人としてはこれだけプラスがあれば払いま

しょうと、特段にないから通常の予定どおりでいくと理解して、特に意見はオーケーです

よとしてきたんですけれど、そういう理解でよろしいんですか。 

【杉山分科会長】事務局で説明してくださることがあれば、もう一度お伺いしたいと思い

ますが。 

【村上船員政策課長】 今の理解は原則的にそのとおりでございまして、私どもも透明性

は十分確保できているのではないかと思っております。 

 石津委員が、在職期間中の基礎給与額と同じぐらいの退職金が出るというのはちょっと

計算の……。 

【藤井船員教育室長】 例えば１年お勤めになった方になりますと０．１２５で一月半程

度になりまして、それに対して先ほどの業績勘案率がある。これは公務員と全く同じシス

テムをとっておりますので、勤めた期間だけというのはちょっと違いますね。 

【石津委員】 私、計算の仕方の詳細がよくわからないところがあるものですから、多分

理解が違っていたんだろうと思うんですが、外から見て、役職の方がたくさんいただいて

いるという印象を持っている方も多いのかなという気持ちもしたので、そのところを教え

ていただければと思っただけなんです。 

 なおかつ、役職の方が大変なお仕事をされていて相応のものをいただいていらっしゃる

のは当然のことだろうと思っているので、そのことについて、今いただいている金額につ

いてどうというのとはちょっと違う観点で、一般から見ると何か考えるところもあるのか
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なということお話ししただけです。 

【村上船員政策課長】 わかりやすく申し上げますと、２年間勤めて２４カ月勤められた

場合の退職金は、業績勘案率１．０の場合は給料の３月分が大体退職金の額になる、その

ぐらいの水準でございます。 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 それではまた別の問題点がございましたらお願いいたします。よろしゅうございますか。 

今の石津委員のご質問等は特に中身の変更にかかわることではございませんので、この規

程について原案どおりということでさせていただいてよろしゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【杉山分科会長】 それでは意見なしとさせていただきます。 

 以上で、海技教育機構の役員報酬規程、役員退職手当支給規程の審議を終了させていた

だきます。 

 前回の分科会におきまして、分科会長一任とさせていただきました中期目標・中期計画

の修正につきましては、昨日私、事務局からご説明いただいて了承させていただきました。

これについて後ほど事務局から報告をいただきたいと思います。 

 それでは、そのことをひとつよろしくお願いいたします。 

【磯崎海技企画官】 前回の分科会で委員の皆様に審議していただきました海技教育機構

及び航海訓練所の中期目標・中期計画につきまして説明させていただきたいと思います。 

 お手元に参考資料１、航海訓練所の中期目標・中期計画対照表、参考資料２、海技教育

機構の中期目標・中期計画対照表を配付させていただいております。参考にお願いいたし

ます。 

 まず海技教育機構でございますが、委員の皆様からご指摘いただいたとおりの修正を行

いまして、昨日、杉山分科会長にご確認いただきまして、この修正が分科会の意見を適切

に反映しているということとしてご了承いただきました。ご報告いたします。 

 また、航海訓練所につきましては、当日は委員の皆様から特にご指摘がなかったのでご

ざいますが、海技教育機構の例に倣いまして、一部中期目標と中期計画の項目のＡ、Ｂ、

Ｃと並んでいるところの項目立てにつきまして、見やすいように一部修正させていただい

ております。修正箇所につきましては中で赤い字で見え消しにしております。これにつき

ましても分科会長のご了解をいただいているところでございます。 

 なお、両法人につきましても財務省との協議がまだ済んでおりませんので、財務関係等
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につきましてまだ建議のままとさせていただいておりますが、財務省との協議が終わりま

したときには、また確定いたしましたら委員の皆様に送付させていただきたいと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 事務局からのご報告に関して、何かご意見がございましたらお願い申し上げます。 

 内容については、今ご説明にありましたように、前回委員の間で了解が成立して一任い

ただいたことについて、そのとおり直されているということでございます。よろしゅうご

ざいますでしょうか。 

 それでは、審議につきましてはこれで終了ということで、以後の進行につきましては事

務局にまたお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【磯崎海技企画官】 ありがとうございました。 

 これで海技教育機構関連の議事が終了ということになります。 

 約１０分間休憩させていただきまして、２時２０分から次の審議をさせていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 

休 憩 

 

（航空大学校） 

 

【東川内専門官】 それでは次の議題に入りたいと思います。航空大学校が対象でござい

ます。 

 事務局が交代しておりますが、事務局の紹介につきましては恐縮ではございますが座席

表によりご確認いただきたいと思います。申しおくれましたが、私、本日の進行を務めさ

せていただきます事務局の東川内でございます。 

 法人側でございますが、理事長ほかに出席いただいております。 

 航空大学校の岩見理事長でございます。 

【岩見理事長】 岩見でございます。よろしくお願いします。 

【東川内専門官】 次に、資料の確認をさせていただきます。 

 お手元には航空大学校の業務方法書の改正に伴う審議資料として、業務方法書改正案、
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同新旧対照表及び改正の概要をご配布しております。次に役員報酬規程の改正に伴う審議

資料として、役員報酬規程改正案と同新旧対照表及び改正の概要をご配布しております。 

また、前回（第１１回教育機関分科会）ご審議いただきました中期目標（案）及び中期

計画（案）については意見なしということでございましたが、その後、財務省との事前協

議等の結果、一部、変更（修正）が生じましたので、ご説明させていただきたく関係資料

をお配りしております。遺漏はございませんでしょうか。 

 それでは、以後の進行につきまして杉山分科会長にお願いしたいと存じます。よろしく

お願いいたします。 

【杉山分科会長】 よろしくお願い申し上げます。 

 進め方につきましては、先ほどの航海訓練所及び海技教育機構と同様にさせていただき

ます。 

 まず、業務方法書について法人からご説明をいただいて、委員の方々のご意見をお伺い

したいと考えます。 

 それでは業務方法書について、法人からご説明をちょうだいしたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

【岩見理事長】 よろしくお願いします。 

 航空大学校業務方法書の一部改正ということで説明させていただきます。お手元にその

関連の資料は一部改正の趣旨を書いた１枚紙、そして縦判で業務方法書（改正案）、横判

で新旧対照表、この３種類があると思います。 

 まず、縦判の改正の趣旨について若干申し上げますが、航空大学校は非公務員型独立行

政法人になるということで、航空大学校法上の第４条の規程が変更になります。そのため

その後の条ずれが起こっておりまして、引用の条文の訂正がまず入っております。そして

中身的には航空英語証明に係る教育課程の規程の問題、あるいは附帯業務の規程の問題を

若干変えましたのでご説明させていただきたいと思います。 

 この中身につきましては、新旧対照表の横判が判りやすいと思いますので、ご覧いただ

きたいと思います。まず第２章の業務の方法、第３条です。法律第１１条第１号が赤字に

なっておりますが、これが先ほど申し上げた条ずれによって１１条に変更になっておりま

す。そして、その下に赤字で書いておりますが、「航空法第３３条１項に規定する航空英

語能力証明に係る教育を行う課程を置き」と明記してございます。これはご承知のとおり、

航空英語に関しまして、管制とのコミュニケーション等の問題があり、英語能力証明が国
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際標準で定められ、それを受けまして航空法を改正いたしました。その中で航空大学校(そ

の他指定養成施設も含む)の課程の修了者は本証明に係る試験の一部または全部の免除が

あると、そういう規定が盛り込まれましたので、それを受けて英語能力証明に関する課程

を置くことを明記いたしたところでございます。それが第１点でございます。 

 第２項が赤字になっておりますが、教育の内容及び方法、その他教育に関する事項につ

いて教育規程に定めるということで、私どもは教育規程を置いておりましたけれど、業務

方法書の中に明らかに位置づけておりませんでしたので、改めてここに位置づけを明文化

するということでございます。 

 ２枚目をめくっていただきまして、これは附帯業務の関係でございます。条ずれの部分

が１個ございますが、前回ご審議いただきました中期目標及び計画におきまして、私ども

の本務とする乗員の養成のほかに二つの柱を設けております。民間養成機関の指導支援、

そして航空技術安全行政への寄与、その二つの柱の業務を業務方法書に明確に位置づける

べきということで、このような改定を行いました。まず小型航空機に限定されたところを、

小型をとって航空機全般について基礎的研究ができるようにすること、国内外の主要な乗

員養成機関ということで、操縦士の養成に関する実態調査及び支援をできることにいたし

ました。そして六として、航空技術安全行政の技術支援という新たな項目を設けました。

その他、施行日を明記したということでございます。 

 以上３点が業務方法書の改正でございます。 

 以上でございます。 

【杉山分科会長】 どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明に関しまして、ご意見等お願い申し上げます。 

【杉山分科会長】 いかがでございましょうか。特段のご意見はございませんでしょうか。 

 特にご質問、ご意見もないようですので、業務方法書については提示の内容どおりとい

うことで、意見なしとさせていただいてよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【杉山分科会長】 ありがとうございます。 

 次に、役員報酬規程についてご審議をお願いいたします。 

 業務方法書と同様に、まず法人からご説明いただきたいと思いますのでよろしくお願い

します。 

【岩見理事長】 役員報酬規程の一部改正について、ご説明申し上げます。 
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 概要版、縦長の部分の１ページ目を中心にご説明いたしますが、実は航海訓練所と趣旨

は全く同じでございますので、時間の節約のために省略させていただきます。私どもも国

家公務員の指定職の俸給表に従って基準額を決めておりまして、現行９８万８，０００円

のところを６．６％減で、改正後９２万２，０００円ということで理事長の給与を下げ、

同率で監事の給与を下げること及び経過措置として航海訓練所と同様の規程を設けるとい

うことでございます。 

 改正条文が規程による条ずれが生じますが、実務的なところでございますので説明を省

略させていただきます。 

 その他、資料としては報酬規程の中身、そして新旧対照表をお配りしておりますが、い

ずれも同じでございますので省略させていただきます。 

 以上でございます。 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 早速ですが、ご意見等がございましたらお願い申し上げます。 

 よろしゅうございますでしょうか。航海訓練所と全く同じでそのときも特に意見はなか

ったわけですので、今回も特にご意見はないようですので、原案どおりということで意見

なしとさせていただきます。 

 非常にスピーディーでしたが、以上で業務方法書及び役員報酬規程の審議は終了いたし

ました。 

 この後、もう一つの資料ですが、前回の分科会におきまして航空大学校の中期目標と中

期計画について審議の結果、意見なしということになったわけでありますが、その後、財

務省との事前協議等が行われて、一部の修正が生じた旨事務局からご報告を受けておりま

すので、その修正内容について事務局からご説明をちょうだいしたいと思います。 

【川上航空従事者養成・医学適性管理室長】 それでは前回の分科会から修正が生じた部

分についてご説明させていただきたいと思います。乗員課の川上と申します。 

 お手元に『第２期中期目標（案）・中期計画（案）の教育分科会了承後の修正事項につ

いて』という横版の資料と、もう一つ「参考資料３」の中期目標・中期計画の対比表（案）

という２点資料を用意しております。前回から修正が生じた部分につきましては赤い文字

にしております。 

 説明は『修正事項について』という資料で行わさせていただきたいと思います。 

 まず１点目でございますが、中期目標（案）と中期計画（案）の２の「業務運営の効率
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化」の「一般管理費の削減」という項目でございますが、前回ご説明しましたときには保

留案件で５％程度抑制として仮置きの数字を載せていたわけですが、財務省との事前協議

等の調整の中で６％の指示を得まして修正しております。なお、中期計画（案）について

も同様ですが、表現振りについては、次にご説明します「業務経費の削減」とそろえさせ

ていただきました。 

 その次に１ページ目の下の段になりますが、「業務運営の効率化」の中の④として「業

務経費の削減」という項目が、財務省から旧建設系の独法との横並びを図る必要があるの

ではとの指摘がございまして、新たに追加となりました。  

この「業務経費の削減」の記述は、一般管理費と同様の書きぶりでございますが、数値

としては２％程度抑制することということで中期目標と中期計画に追加させていただいて

おります。 

 次に２ページ目でございますが、業務運営の効率化の中の⑤として「教育コストの分析・

評価」という項目がございました。ここで修正前の表現ぶりでは、総務省の政・独委の勧

告の方向性を受けまして、「コスト構造を明確化するとともに教育コストの抑制に努める」

という表現を中期計画に入れておりましたが、財務省からこの表現ぶりをもう少しわかり

やすくしなさいという指摘がありましたので、「教育コストとそれ以外のコストを区別・

把握することにより、教育コストの抑制に努める」という表現ぶりに修正しております。 

 その次は中期計画の２．（１）の「教育の質の向上」の部分でございます。これは表現

ぶりの修正で、「教育規程上のシラバス時間」という言葉を使っておりましたが、財務省

から一般国民にわかりやすい言葉にしなさいという話がありまして、「教育規程上の標準

教育時間」という表現に修正しております。 

 次にその下の中期目標の３．（１）の「教育の質の向上」の中で、年間の養成学生数７

２名というくだりの括弧書き表現で「平成１８年度の入学者は５４名」としておりました

が、「養成学生数」と括弧の中の「入学者」という表現ぶりでは統一性がなく趣旨が明確

でないという指摘をいただきましたので、括弧の中の表現ぶりを「平成１８年度入学の養

成学生数は５４名」ということで修正しています。 

 その次、３ページ目でございますが、これは中期計画でも同様の内容がありましたので

同様に修正しております。 

 その次の（５）の「企画調整機能の拡充」でございます。これは前回ご説明した修正前

の表現では「航空安全行政」という言葉を使っておりましたが、これは我々の趣旨といた
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しまして「航空技術安全行政」という言葉をほかの項目で使っておりますので、ほかの並

びと合わせて「航空技術安全行政」という表現に修正しております。 

 最後に４ページ目でございます。「剰余金」の項目につきましては「空港整備事業以外

の事業に係る剰余金の使途」というところで、「養成の向上に資する調査・研究及び国の

航空技術安全行政」という表現を使っていましたが、財務省からそもそも剰余金は独法が

努力した成果を独法自身のために使えるという趣旨のお金であり、国の業務に使用すると

いうのは馴染まないとのご指摘がございましたので、「国の」という表現ぶりを削除して

おります。 

 最後に中期計画の「人事に関する計画」の部分でございます。修正前の表現では、人件

費の削減の取り組みとして、人員について１０％程度削減という表現を使っておりました

が、同様の内容の項目が「組織運営の効率化」にもございまして、そこは常勤職員の約１

０％程度削減という表現にしておりましたので、表現をそろえたということでございます。 

 以上が、財務省との事前協議等により変更（修正）となった部分でございます。 

 また、今後、財務省と本協議がございますので、さらにまた修正ということも考えられ

ますが、この協議が整いまして中期計画の目標が確定しましたら、委員の皆様に送付させ

ていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【杉山分科会長】 ありがとうございました。 

 以上、事務局からのご報告ですが、ご質問、ご意見等はございますでしょうか。 

【廻委員】 国の航空安全行政と「国の」をとるのと何か違いがあるのでしょうか。 

【加藤委員】 これはあるんじゃないでしょうか、これは地方も入るという意味ですから。

この行政は、いわゆる役所の行政ではなくて、英語に訳すとマネージメントですか。パブ

リックという意味じゃないんでしょう、公権力という意味じゃなしに、あり方でしょう。 

【川上航空従事者養成・医学適性管理室長】 私どもとしましては、先ほどの業務方法書

の中でもご説明しましたように、今回、航空大学校の新たな役割として航空技術安全行政

の支援という表現を入れていますので、もともと独法の業務として国の航空技術安全行政

に資するための調査・研究を行うという趣旨で書いておりましたが、財務省からは、「国

の」と書いてあると何で独法が努力したのに国のために業務をやるのかという誤解を招く

のではないかというのが指摘の趣旨だと思います。 

【加藤委員】 財務省の趣旨はよくわかりました。稼いだものを国が取ってはだめという
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趣旨ですね。 

【杉山分科会長】 ほかにいかがでございましょう。 

 コストの話ですが、教育コストとそれ以外のコストというのは、本来はその区別を厳密

にしようとするとなかなか難しいだろうと思いますけれど、これは教育コスト、これはそ

れ以外という分け方はあるのでしょうか。 

【岩見理事長】 いわゆる航空機整備に要する費用と航空機燃料のお金、そういう訓練に

直接使っている経費を教育に要する経費と分けています。 

【杉山分科会長】 それ以外のものでつながりの強さ弱さは違いがあるけれど、結局は教

育に入っているものもあるのでしょうね。 

【岩見理事長】 全部絡んでまいりますが、直接の業務経費という言い方で切っておりま

す。実はそこが切れなくて、この削減がつらいのですが、お金がなくなって訓練を縮小す

るわけにもいかないものですから、具体案をどうしようかと悩んでおります。特に燃料高

騰もございますので、ちょっとつらいところであります。 

【杉山分科会長】 ほかにいかがでございましょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは以上でございますので、以降の進行につきましては事務局にお返し申し上げた

いと思います。 

【東川内専門官様】 では、最後に事務局から本日の議事要旨の公開等について簡単にご

説明申し上げます。 

 本日の分科会の内容等につきましては、議事の公開に関する方針に基づきまして主なご

意見を議事要旨として作成の上、速やかに公表させていただきます。 

 次に、議事録につきましてはその内容をご確認いただきたく、後日、委員各位にご送付

申し上げますので、お忙しいところまことに恐縮ではございますが、ご発言内容等のご確

認をお願い申し上げます。 

 また、本日の会議資料につきましては後ほど郵送させていただきますので、ご着席の場

にそのまま置いておいていただいて結構でございます。 

 以上をもちまして、国土交通省独立行政法人評価委員会第１２回教育機関分科会を終了

させていただきます。 

 委員の皆様には長時間にわたる議事の進行にご協力いただきまして、まことにありがと

うございました。 
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閉   会 
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